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研究目的
　大企業が破壊的イノベーションを促進しなくて、持続的
イノベーションを促進しすぎると、イノベーションのジレ
ンマに陥る危険性がある。従って、大企業には破壊的イノ
ベーションと持続的イノベーションをバランスよく同時に
促進する必要がある。即ち、デュアルイノベーションの促
進が必要である。
　デュアルイノベーションについては、様々な意見があ
る。持続的イノベーションと破壊的イノベーションは異質
なイノベーションであるため、一つの企業内で同時に促進
するのが不可能である意見（Miller，1999）。また、持続
的イノベーションと破壊的イノベーションを同時に促進す
ることが可能であるとする意見がある（March, 2004 & 
Smith, 2005）。ただし、可能であるということが主張され
ていても、具体的な促進方法は提出されていない。
　従って、本研究の目的が、大企業におけるデュアルイノ
ベーションの実行可能性を探求して、デュアルイノベー
ションを促進するイノベーション戦略を明らかにする。
破壊的イノベーションの分類と大企業の選択
　Christensen（2003, p.55）は破壊的イノベーションを
ローエンド型破壊的イノベーションと新市場型破壊的イノ
ベーション二種類を分類した。Christensen の分類方法に
基づき、破壊的イノベーションをローエンド型破壊的イノ
ベーション、新市場型破壊的イノベーションと新価値創造
型破壊的イノベーション三種類を分類した。図表１は、破
壊的イノベーション分類の比較図である。
　ローエンド型破壊的イノベーションは最初収益性が低
い。さらに、ローエンド型破壊的イノベーションの製品は
低性能・少機能のために、大企業はブランドに傷がつくる
ことを恐れ、ローエンド型破壊的イノベーションの促進積
極性は低くなる。
　一方、新市場型破壊的イノベーションも新価値創造型破
壊的イノベーションも新市場の開拓を目指す破壊的イノ
ベーションであるため、ローエンド型破壊的イノベーショ
ンと比べ、大企業は新市場型破壊的イノベーションあるい
は新価値創造型破壊的イノベーションを促進する積極性が
高い。しかし、新市場型破壊的イノベーションも新価値創
造型破壊的イノベーションも潜在化しているニーズの把握
が前提である。従って、破壊的イノベーションを促進する
ために、潜在化しているニーズの把握方法が課題になる。
　顧客のニーズには顕在ニーズと潜在ニーズの二種類があ
る。顕在ニーズはアンケート調査や、インタビュー等によ
り把握することが可能である。（峯他，2004，p.193）一
方、潜在ニーズを把握するためには、顧客の行動を観察し
なければならない。
仮説の提示
　大企業がデュアルイノベーションを促進する際には、顧
客の行動観察が重要な要素である。大企業は、基本的に持
続的イノベーションの志向性が高いと考えられるが、顧客
行動観察を重視する場合、新価値創造型破壊的イノベー
ションあるいは、新市場型破壊的イノベーションに向うと
考えられる。具体的に以下の仮説を提出する。
① 　顧客の行動観察を重視する大企業は、持続的イノベー
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図表１ 破壊的イノベーションの分類 
 
(雨宮,2013,p.55 に基づき、筆者作成) 
ローエンド型破壊的イノベーションは最
初収益性が低い。さらに、ローエンド型破壊
的イノベーションの製品は低性能・少機能
のために、大企業はブランドに傷がつくる
ことを恐れ、ローエンド型破壊的イノベー
ションの促進積極性は低くなる。 
一方、新市場型破壊的イノベーションも
新価値創造型破壊的イノベーションも新市
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ションの志向性が高ければ高いほど、新市場型破壊的イ
ノベーションの志向性が高い。
② 　顧客の行動観察を重視する大企業は、持続的イノベー
ションの志向性が高ければ高いほど、新価値創造型破壊
的イノベーションの志向性が高い。
　以上の仮説に基づき、以下のモデルを提示する。図表２
で示される。
実証方法と実証結果の提示
　仮説の現実性と適切性を実証するために、アンケート調
査を実施した。アンケートの対象は、上場企業のうち、直
近３年間に研究開発費を計上している大企業である。合計
は2121社であり、回収件数は52件、回答率は2.4％である。
　実証方法について、まず、モデルの構成概念を直接観測
することは難しいため、共分散構造分析を採用する。そし
て、構成概念を測定するために、各構成概念の観測変数を
設定する。また、顧客行動観察の重視程度が、「持続的イ
ノベーションと新価値創造型破壊的イノベーション」、「持
続的イノベーションと新市場型破壊的イノベーション」に
どのような影響があるのかを比較するために、「顧客行動
観察の重視程度」の因子スコアを計算し、顧客を重視する
企業とそうでない企業にグループ化する。
　そして、実証結果を提示する。図表３で示される。適合
度指標の一部は基準を満たしていないが、モデルはある程
度適切であると考える。
　さらに、図表４は、顧客行動観察を重視しているグルー
プの係数推定結果である。持続的イノベーションと新市場
型破壊的イノベーションは強い関係があり、持続的イノ
ベーションと新価値創造型破壊的イノベーションにも一定
の関係がある。
　一方、顧客行動観察を重視していないグループの係数推
定結果では、赤い字が有意確率である。すべて有意水準
５％を超えたので、帰無仮説は棄却できない。従って、因
果係数も影響係数もゼロと見なされる。
　実証結果を纏めると、①顧客行動観察を重視している大
企業は、持続的イノベーション志向性が高ければ高いほ
ど、新市場型破壊的イノベーション志向性が高くなる。②
顧客行動観察を重視している大企業は、持続的イノベー
ション志向性が高ければ高いほど、新価値創造型破壊的イ
ノベーション志向性が高くなる。
本研究の結論と今後の課題
　以上の説明を纏めて、本研究の結論を提出する。①大企
場の開拓を目指す破壊的イノベーションで
あるため、ローエンド型破壊的イノベーシ
ョンと比べ、大企業は新市場型破壊的イノ
ベーションあるいは新価値創造型破壊的イ
ノベーションを促進する積極性が高い。し
かし、新市場型破壊的イノベーションも新
価値創造型破壊的イノベーションも潜在化
しているニーズの把握が前提である。従っ
て、破壊的イノベーションを促進するため
に、潜在化しているニーズの把握方法が課
題になる。 
顧客のニーズには顕在ニーズと潜在ニー
ズの二種類がある。顕在ニーズはアンケー
ト調査や、インタビュー等により把握する
ことが可能である。（峯他,2004,p.193）一方、
潜在ニーズを把握するためには、顧客の行
動を観察しなければならない。 
仮説の提示 
大企業がデュアルイノベーションを促進
する際には、顧客の行動観察が重要な要素
である。大企業は、基本的に持続的イノベー
ションの志向性が高いと考えられるが、顧
客行動観察を重視する場合、新価値創造型
破壊的イノベーションあるいは、新市場型
破壊的イノベーションに向うと考えられる。
具体的に以下の仮説を提出する。 
① 顧客の行動観察を重視する大企業は、持
続的イノベーションの志向性が高けれ
ば高いほど、新市場型破壊的イノベーシ
ョンの志向性が高い。 
② 顧客の行動観察を重視する大企業は、持
続的イノベーションの志向性が高けれ
ば高いほど、新価値創造型破壊的イノベ
ーションの志向性が高い。 
以上の仮説に基づき、以下のモデルを提
示する。図表 2 で示される。 
図表 2 仮説モデル 
 
（筆者作成） 
実証方法と実証結果の提示 
仮説の現実性と適切性を実証するために、
アンケート調査を実施した。アンケートの
対象は、上場企業のうち、直近 3 年間に研
究開発費を計上している大企業であ 。合
計は 2121 社であり、回収件数は 52 件、回
答率は 2.4%である。 
実証方法について、まず、モデルの構成概
念を直接観測することは難しいため、共分
散構造分析を採用する。そして、構成概念を
測定するために、各構成概念の観測変数を
設定する。また、顧客行動観察の重視程度
が、「持続的イノベーションと新価値創造型
破壊的イノベーション」、「持続的イノベー
ションと新市場型破壊的イノベーション」
にどのような影響があるのかを比較するた
めに、「顧客行動観察の重視程度」の因子ス
コアを計算し、顧客を重視 企業とそう
でない企業にグループ化する。 
そして、実証結果を提示する。図表 3 で
示される。適合度指標の一部は基準を満た
していないが、モデルはある程度適切であ
ると考える。 
図表 3 適合度指標一覧表 
指標名 χ2 CFI RMSEA 
計算結果 .056 .839 0.076 
基準値 ＞0.05 ＞0.9 ＜0.1 
さらに、図表 4 は、顧客行動観察を重視
しているグループの係数推定結果である。
持続的イノベーションと新市場型破壊的イ
ノベーションは強い関係があり、持続的イ
ノベーションと新価値創造型破壊的イノベ
ーションにも一定の関係がある。 
図表 4 パス図の実証結果（顧客行動観
察を重視しているグループ） 
 
（筆者作成） 
一方、顧客行動観察を重視していないグ
ループの係数推定結果では、赤い字が有意
確率である。すべて有意水準 5%を超えたの
で、帰無仮説は棄却できない。従って、因果
係数も影響係数もゼロと見なされる。 
図表 5 パス図の実証結果（顧客行動観
察を重視していないグループ） 
 
（筆者作成） 
実証結果を纏めると、①顧客行動観察を
重視している大企業は、持続的イノベーシ
ョン志向性が高ければ高いほど、新市場型
破壊的イノベーション志向性が高くなる。
②顧客行動観察を重視している大企業は、
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いほど、新価値創造型破壊的イノベーショ
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本研究の結論と今後の課題 
以上の説明を纏めて、本研究の結論を提
出する。①大企業が、イノベーションのジレ
ンマを回避するために、有効なイノベーシ
ョン戦略はデュアルイノベーション戦略で
ある。②具体的なデュアルイノベーション
戦略は三つのタイプを含めている。持続的
イノベーションと新市場型破壊的イノベー
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ノベーションと新価値創造型破壊的イノベ
ーションを同時に促進するタイプ、また、持
続的イノベーション、新市場型破壊的イノ
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ると考える。 
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確率である。すべて有意水準 5%を超えたの
で、帰無仮説は棄却できない。従って、因果
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実証結果を纏めると、①顧客行動観察を
重視している大企業は、持続的イノベーシ
ョン志向性が高ければ高いほど、新市場型
破壊的イノベーショ 志向性が高くなる。
②顧客行動観察を重視している大企業は、
持続的イノベーション志向性が高ければ高
いほど、新価値創造型破壊的イノベーショ
ン志向性が高くなる。 
本研究の結論と今後の課題 
以上の説明を纏めて、本研究の結論を提
出する。①大企業が、イノベーションのジレ
ンマを回避するために、有効なイノベーシ
ョン戦略はデュアルイノベーション戦略で
ある。②具体的なデュアルイノベーション
戦略は三つのタイプを含めている。持続的
イ ションと新市場型破壊的イノベー
ションを同時に促進するタイプ、持続的イ
ノベーション 新価値創造型破壊的イノベ
ーションを同時に促進するタイプ、また、持
続的イノベーション、新市場型破壊的イノ
図表２　仮説モデル
（筆者作成）
図表４　パス図の実証結果
（顧客行動観察を重視しているグループ）
（筆者作成）
図表５　パス図の実証結果
（顧客行動観察を重視していないグループ）
（筆者作成）
図表３　適合度指標一覧表
指標名 χ² CFI RMSEA
計算結果 .056 .839 0.076
基 準 値 >0.05 >0.9 <0.1
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業が、イノベーションのジレンマを回避するために、有効
なイノベーション戦略はデュアルイノベーション戦略であ
る。②具体的なデュアルイノベーション戦略は三つのタイ
プを含めている。持続的イノベーションと新市場型破壊的
イノベーションを同時に促進するタイプ、持続的イノベー
ションと新価値創造型破壊的イノベーションを同時に促進
するタイプ、また、持続的イノベーション、新市場型破壊
的イノベーションと新価値創造型破壊的イノベーションの
三種類のイノベーションを同時に促進するタイプである。
結論３は、デュアルイノベーションを促進するため、特に
持続的イノベーションから破壊的イノベーションに移行さ
せるために、顧客の行動観察を重視しなければならない。
　デュアルイノベーションを促進するために、以上のプロ
セスを提出した。しかし、各企業の状況が異なり、直面し
ている環境も異なるため、いつも事前に設定したプロセス
に従って戦略の移行を実施するわけではではない。更に、
戦略の移行は時間的には長いため、短時間で戦略移行のプ
ロセスの正確性を実証しにくい。即ち、企業は戦略移行の
プロセスの合理性を把握しても、戦略移行が必ず達成でき
ると保証できない。経営者の資質や、競争環境や、インフ
ラ整備の状況に関わるため、今後の課題としては、戦略移
行を達成できるための必須条件を検討することである。
参考文献
雨宮寛二，2012，『アップル、アマゾン、グーグルの競争
戦略』，NTT 出版．
Clayton, M., Christensen and Michael, E. Raynor,（2003）．
『イノベーションへの解』，玉田俊平太（監修），櫻井祐
子（訳），翔泳社．
峯淳子，田平博嗣，2004,「人モノ尺度を用いたユーザー
の製品利用におけるニーズ抽出の試み―携帯電話のカ
メラ機能に関するケーススタディー」，『ヒューマンイン
タフェースシンポジウム』，pp.191-194.
W.L.Miller, and L. Morris, 4th, Generation, 1999, R & D: 
ManagingKnowledge, Ibchnology, and Innovation,［Ml. 
New Ybrk: John Wiley & Sons,Inc.
W.K.Smith and M.L.Tushman, 2005, Management Model 
for Managing Innovation Streams, Organization Sci-
ence, Vol.16（5）, pp.522-536.
